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健康保険の保険者は、加入者の立場に立って健康の保持増進を図り、病気の予防や早期回復を図る

役割が期待されている。2015年国保法等改正で、保険者による個々の加入者の自主的な取り組みの支

援を法律に位置づけ、これまでより、積極的に介入することが求められるようになった。 

本稿では、公的医療保険の保険者ごとの財政構造の違いについて紹介したあと、各保険者の健康づ

くり政策の更なる実効化に向けたインセンティブ見直しについて紹介する。 

 

1――保険者の収支の状況 

1｜保険者の役割 

日本の公的医療保険制度は、75歳未満の自営業者、年金生活者、非正規労働者等が加入する国民健

康保険制度、被用者とその扶養家族が加入する被用者保険制度、75歳以上が加入する後期高齢者医療

制度で構成されており、国民はそのいずれかに加入する（国民皆保険）。 

被用者が加入する被用者保険制度のうち、健康保険組合（組合健保）は、一般に 700人以上の従業

員が働いている大企業やグループ会社が自前で設立している1。一方、協会けんぽは、全国健康保険協

会が運営する医療保険で、健康保険組合を持たない企業の被用者が加入する。また、国家公務員、地

方公務員、私学教職員が加入する共済組合がある。 

保険者は、加入者の健康の保持増進を図り、病気の予防や早期回復を図る役割を担うことが求めら

れており、主な役割は、①被保険者の資格管理、②保険料の設定・徴収、③保険給付、④審査・支払、

⑤保険事業等を通じた加入者の健康管理、⑥医療の質や効率性向上のための医療提供側への働きかけ

等である。 

制度ごとに、加入者の年齢や職業などの属性が異なるものの、近年の医療費の高騰2を背景に、どの

制度においても厳しい財政状況が続いている。 

 

                                                
1  単一企業による単一型健康保険組合の他、同業種の複数の企業が共同で設立する総合型健康保険組合や、同一都道府県内

に展開する健保組合が合併した場合の地域型健康保険組合がある。 
2  村松容子 「医療費支出の概要」 ニッセイ基礎研レター2017年 10月 13日 
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図表１ 保険者の比較 

 
（資料）厚生労働省「我が国の医療保険について」より作成 

 

 

2｜保険者ごとの収支 

(1) 収入 

日本の公的医療保険制度では、被保険者が保険料を負担する社会保険方式を採用している。しかし、

保険者ごとに被保険者の年齢や年収に偏りがあるため（図表１）、年齢構成が高く、所得水準が相対的

に低い国民健康保険や、被用者保険の中では所得水準が低い協会けんぽ、75歳以上の後期高齢者医療

制度では財源の一部を公費で負担しており、給付費や事務費に充てている。 

図表２は、2014年度の保険者種類別の収支を示している。市町村国保の収入は、保険料が２割程度

であるのに対し、公費（国庫負担、都道府県・市町村負担）が４割程度と公費負担分が大きい。国庫

で負担しているのは保険給付等に対する定率補助分と市町村ごとの財政力にあわせた調整交付金、お

よび低所得者への保険料補助金である。また、前期高齢者が多いことから、被用者保険からの前期高

齢者納付金が充てられている（図表２①）。協会けんぽは、85％が保険料収入である。ただし、中小

企業の従業員で構成され所得水準が比較的低いことから国庫による補助が行われている（図表２②）。

組合健保は、ほとんどすべてが保険料収入である。原則として国庫による補助はない3（図表２③）。

共済組合も同様である。一方、後期高齢者医療制度は、半分が公費（国庫が３割程度、都道府県と市

町村が２割程度）、約４割が現役世代からの交付金（後期高齢者支援金）であり、保険料収入は１割に

満たない。また、低所得者に対しては減額措置が行われ、その分は公費が充てられている（図表２④）。 

 

(2) 支出 

市町村国保は、支出の約７割が保険給付である。その他、後期高齢者支援金として約１割強を後期

高齢者医療保険制度の給付財源として納付する。後期高齢者支援金は、後期高齢者医療保険制度の給

付実績に基づく（図表２①）。協会けんぽは、支出の６割が保険給付である。前期高齢者納付金と後期

                                                
3  後期高齢者支援金の負担が重い保険者に対しては、後期高齢者支援金に対する全面総報酬割へ移行するまで臨時補助金が

あてられている。 

市町村国保 協会けんぽ 組合健保 共済組合
後期高齢者

医療制度

保険者数 1,716 1（47支部） 1,409 85 47

加入者数 3303（万人） 3,639 2,913 884 1,577

加入者平均年齢 51.5（歳） 36.7 34.4 33.2 82.3

前期高齢者の割合 37.8（％） 6.0 3.0 1.5 2.4

加入者一人当たり医療費 33.3（万円） 16.7 14.9 15.2 93.2

加入者一人当たり平均所得 86（万円） 142 207 230 83

加入者一人当たり平均保険料 8.5（万円） 10.7 11.8 13.9 6.9

公費負担
給付費等の50％

＋保険料軽減

給付費等の

16.4％
なし（注1）

給付費等の50％

＋保険料軽減

（注1）組合健保と共済健保の公費負担は、後期高齢者支援金の負担が重い保険者に対して臨時的に補助

（注2）データは、保険者数、加入者数が平成27年3月末、加入者平均年齢、前期高齢者の割合、一人当たり医療費、

　　　　　一人当たり平均所得、一人当たり平均保険料は平成26年度分

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/iryouhoken01/index.html
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高齢者支援金がそれぞれ約２割程度にのぼる（図表２②）。組合健保の保険給付は、支出の５割程度で

あり、他の保険者種別と比べて割合が低い。前期高齢者納付金と後期高齢者支援金がそれぞれ約２割

強である（図表２③）。後期高齢者医療制度は、支出のほぼ全額が保険給付である（図表２④）。保険

事業にはいずれも数％である。 

 

図表２ 保険者別収入・支出の構造 

① 市町村国保 

 

 

 

 

 

 

② 協会けんぽ 

 

 

 

 

 

 

③ 組合健保 

 

 

 

 

 

 

④ 後期高齢者医療制度 

 

 

 

 

 

 

（資料）健康保険連合会「図表で見る医療保障」、厚生労働省「国民健康保険事業年報」、全国健康保険協会「協会けんぽ 

の決算」、健康保険組合連合会サイト「健保組合形状収支状況」、厚生労働省「後期高齢者医療制度の財政状況等 

について」から作成 

保険給付 58.1
前期高齢者
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一般に、医療費は、年齢が高いほど高いため、後期高齢者医療制度と、前期高齢者の割合が高い市

町村国保の支払いが多い。しかし、後期高齢者医療制度では、収入の約９割が公費や現役世代からの

支援金で成り立っていること、市町村国保では、約半分が公費であるほか、一般会計からの法定外繰

入が可能であることから、被用者保険と比べると医療費支出に対する抑制が利きにくい構造となって

いることが問題とされることがある。 

医療費適正化・健康増進に向けた取組みをすべての保険者で強化することが求められている。 

 

2――健康増進に向けた取組み推進のための保険者へのインセンティブの見直し 

1｜現行のインセンティブ 

現在、医療費適正化・健康増進に向けた取組みは、40～75歳を対象とした特定健診・保健指導の実

施が中心となっている（高齢者の医療の確保に関する法律）。 

現行の制度では、国保と被用者保険に対して取組みの状況に応じて、後期高齢者支援金の加算・減

算といった財政面でのインセンティブが与えられている。特定健診・保健指導の実施率が 0.1％未満

の保険者には加算し、実施率が特に高い保険者には後期高齢者支援金負担を減算する。対象となる保

険者は 2016年度では加算対象が 95保険者、減算対象が 147保険者4程度である。しかし、加算率は

＋0.23％、減算率は▲0.05％程度と、加減算の影響は小さく、大きな効果は働いてこなかったと推測

できる。 

 

2｜2018年度からのインセンティブ 

保険者の役割を明確にし、保険者による取組みを強化するため、2015年の高齢者の医療の確保に関

する法律の改正で、厚労省が全国の医療費適正化計画の進捗を公表することになった。これに基づき、

2017年度実績から特定健診・保健指導の実施率が公表される。また、同じく 2015年の国保法等改正

で、保険者による医療費適正化に向けた取組みに対するインセンティブが見直され、2018年度から導

入される。 

 

①国保 

国保に対しては、保険者努力支援制度を創設（700～800 億円）する。都道府県と市町村それぞれ

に対して、健康増進に向けた取組み実施状況を得点化し、保険者ごとに総得点に応じて財源を按分す

る。なお、市町村に対しては 2016年度から前倒しで実施している（150億円）。 

 

②協会けんぽ 

協会けんぽについては、健康増進に向けた取組み実施状況を得点化し、都道府県支部ごとに、総得

点に応じた報奨金によって後期高齢者支援金に係る保険料率を割り引く。 

                                                
4  2016年度確定後期高齢者支援金見込額の速報値での試算。2017年 10月 18日「第 30回保険者による健診・保健指導等

に関する検討会資料」より 
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③組合健保、共済組合 

組合健保、共済組合に対しても、健康増進に向けた取組実施状況を得点化し、上位の保険者につい

て後期高齢者支援金を減算する一方で、特定健診・保健指導の実施率が低い保険者については加算す

る。加減算の割合は状況に応じて３区分で設定するが、最大±10％と、現行の制度と比べて大きい。 

 

④後期高齢者医療広域連合 

後期高齢者医療広域連合に対しては、健康増進に向けた取組実施状況を得点化し、都道府県ごとの

広域連合ごとに総得点に応じて 2018 年度から新設される特別調整交付金（100 億円）を按分する。

2018年度から本格導入されるが、2016年度から前倒しで実施している（20億円）。 

 

評価項目は、すべての保険者に共通する項目と、保険者種別ごとに実態にあわせた独自項目がある。

共通する項目は、①特定健診・保健指導、②特定健診以外の健診（がん検診、歯科健診など）、 ③糖

尿病等の重症化予防、④ヘルスケアポイントなどの個人へのインセンティブ等、⑤重複頻回受診・重

複投薬・多剤投与等の防止対策、⑥後発医薬品の使用促進等、これまでの特定健診・保健指導の実施

だけに比べて多岐にわたる。保険者ごとの項目には、国保では保険料収納率の向上や法定外繰入の減

額、組合健保では配偶者など被扶養者の健診実施率向上、後期高齢者医療広域連合では高齢者の特性

（フレイルなど）を踏まえた取組みなど、それぞれの状況に合わせたものがあげられている。 

保険者の取組みを評価する項目の中には、予防・健康づくりに取り組む加入者に対するインセンテ

ィブを付与することも入っている。すでに、一部の健保組合や市町村では、ヘルスケアポイントを付

与し、健康グッズ等と交換できるようにするなどの取組が実施されている。付与されたポイントは、

健康グッズや人間ドック割引等に交換することができる。 

 

3――インセンティブ見直しの影響 

高齢化や医療費の高騰を背景に、どの制度においても厳しい財政状況が続いており、医療費適正化

及び健康増進に向けた取組みをすべての保険者で強化することが求められている。今回、保険者イン

センティブの見直しによって、健康増進に向けた取組みを実施することで、財政面でのインセンティ

ブが、市町村国保や被用者保険では強化され、後期高齢者医療制度では新たに導入される。また、評

価の指標は、特定健診・保健指導だけではなく、各保険者で課題となる多くの指標が取り入れられ、

各指標に得点が割り振られた。 

見直しの影響について考えると、組合健保や共済組合においては、後期高齢者支援金加算率が

0.23％から 10％にまで増加するだけでなく、特定健診・保健指導実施率が公表される。その結果、厚

労省では、保険者による取組みはこれまでより浸透すると想定しており、取組み実施状況が悪いこと

で、加算対象となる保険者は、現在の４割程度にまで減少することを見込んでいる。市町村国保にお

いては、取組みの状況に応じて保険者努力支援制度による交付金があるが 700～800億円規模であり、

一般会計からの法定外繰入（現在 3500 億円程度）が減らなければ大きな影響は及ぼさない可能性が

ある。 

また、リストアップされた各項目の医療費適正化・健康増進への貢献度合いは、まだ検証中のもの
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もあり、得点と貢献が合致していない項目が含まれている可能性がある。個人のインセンティブにつ

いても、よほどインセンティブが魅力的でない限り、健康無関心層への働きかけは依然として課題と

なるだろう。特定健診の受診率向上や市町村国保における保険料収納率の向上等は評価項目に含まれ

るが、これまでも各保険者で重点的に取り組んできたことから、今回の見直しによる改善は限定的で

ある可能性も指摘されているようだ。 

保険者インセンティブだけでは、医療費の適正化や健康増進に対する貢献は限られていると思われ

るが、評価項目にはジェネリック薬品の更なる浸透や過剰投与削減等医療費削減に直接的に影響する

項目も含まれる。また、保険者ごとに加入者の健康増進にむけた課題は異なるため、どういう取組み

を優先的に行ったらいいかわからなかった保険者からすると、評価項目がリストアップされ、各項目

に得点がふられたことから、実施の優先順位をつけやすくなったと考えられる。また、個人へのイン

センティブを行うことで、たとえば特定健診をこれまで積極的には受診していなかった加入者の継続

受診が促進でき、早めにリスクを知ることができれば、健康増進につながり得る。 

保険者ごとに被保険者の年齢や年収に偏りがあるため、被用者保険から高齢者医療へ支出するのは

当然であろうが、被用者保険からの支出だけで現在の医療費の上昇に対応しきれない。薬価の抜本改

革等の医療費の見直し、および全国民で健康増進による医療費の適正化を進める必要があるだろう。

健康増進は成果を出すまでに長期間を要するものも多いことから、保険者には継続的な取組み実施を

期待したい。 

 

 


